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目 的 

1. 本文書は、サプライヤー企業や投融資先企業等が「地球温暖化対策の推進に関する法律」
（以下「温対法」といいます。）に基づく「温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」（以
下「SHK 制度」といいます。）に基づく温室効果ガス排出の測定をしている場合の、報告企業の
スコープ３温室効果ガス排出測定の取扱いを理解するにあたり参考となる情報を提供することを
目的としています。 

 

キーワード 
サプライヤー先及び投融資先等が温対法における SHK制度により温室効果ガス排出を測定している場
合、スコープ３温室効果ガス排出量の測定 

  
何が求められているのか 

2. SSBJ 基準では、スコープ 1、スコープ 2 及びスコープ３の温室効果ガス排出を開示することが求
められています。 

第 46項(1)に関連して、当報告期間中に生成した温室効果ガス排出の絶対総量について、次
の 3 つに区分して開示しなければならない。（気候基準第 47項） 

(1) スコープ 1温室効果ガス排出 
(2) スコープ 2温室効果ガス排出 
(3) スコープ 3温室効果ガス排出 

3. また、SSBJ 基準では、原則として、温室効果ガス排出の測定にあたって「温室効果ガスプロトコ
ルの企業算定及び報告基準（2004 年）」（GHG プロトコル（2004 年））によって、温室
効果ガス排出を測定することが求められています。ただし、法域の当局又は企業が上場する取引
所が、温室効果ガス排出を測定するうえで異なる方法を用いることを要求している場合には当該
方法を用いることができるとされています。 
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第 46項(1)に関連して、温室効果ガス排出は、「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告
基準（2004 年）」（以下「『GHG プロトコル（2004 年）』」という。）に従って測定しなけれ
ばならない。 
ただし、法域の当局又は企業が上場する取引所が、温室効果ガス排出を測定するうえで異なる
方法を用いることを企業の全部又は一部に対して要求している場合、企業のその部分について、
当該方法を用いることができる。（気候基準第 49項） 

4. なお、法域の当局又は企業が上場する取引所が、温室効果ガス排出を測定するうえで異なる方
法を用いることを要求している場合については、我が国においては温対法における SHK 制度が該
当すると考えられます（気候基準 BC125項）。 

サプライヤー企業等が温対法における SHK 制度に基づく温室効果ガス排出の測定をしている場合
の取扱い 

5. 報告企業はスコープ３の温室効果ガス排出の測定にあたり、「GHG プロトコル（2004 年）」に
従うことが要求されています（気候基準第 49項）。 

6. また、報告企業が気候基準第 49 項ただし書きに従い温対法における SHK 制度により温室効
果ガス排出を測定した場合でも、スコープ 3 温室効果ガス排出については「GHG プロトコル
（2004 年）」に基づいて測定することになります（SSBJ ハンドブック「スコープ 1 温室効果ガス
排出及びスコープ 2 温室効果ガス排出の測定に温対法における SHK 制度を用いる場合のスコ
ープ 3温室効果ガス排出の測定」を参照ください。）。 

7. ここで、報告企業のスコープ３の温室効果ガス排出量の測定において、例えば、カテゴリー1 にお
けるサプライヤー企業やカテゴリー15 における投融資先企業等が温対法における SHK制度で温
室効果ガスを測定している場合において、当該データが利用できるかどうかについては SSBJ 基準
において明確な定めがありません。 

8. ここで、SSBJ基準では、法域の当局又は企業が上場する取引所が、温室効果ガス排出を測定
するうえで異なる方法を用いることを要求している場合、当該方法を用いることができるとされてお
り、温対法における SHK 制度による温室効果ガス排出の測定が容認されています（気候基準第
49項）。 

9. この点、スコープ 1及びスコープ 2の温室効果ガス排出の測定に温対法における SHK制度を用
いることが、SSBJ基準において容認されているにもかかわらず、報告企業のスコープ 3の算定にあ
たり、サプライヤー企業等から入手したデータが温対法における SHK 制度で測定されている場合
に当該データを利用できず、「GHG プロトコル（2004 年）」により再計算を求めなければならな
いと解釈することは現実的な判断ではないと考えられます。 

10. 以上により、報告企業のスコープ３の温室効果ガス排出量の測定において、サプライヤー企業等
において温対法における SHK 制度で算定されたデータを利用することは容認されると考えられま
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す。 

関連する SSBJハンドブック 

 「スコープ1温室効果ガス排出及びスコープ2温室効果ガス排出の測定に温対法におけるSHK
制度を用いる場合のスコープ 3温室効果ガス排出の測定」 

 

SSBJ基準の定めは、重要性がない項目に対して
適用する必要はないことにご留意ください。 

以 上 


